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アジア/世界エネルギーアウトルック 2011
－不透明さを増す国際エネルギー情勢とアジアの将来－

財団法人日本エネルギー経済研究所

理事 山下ゆかり

核融合エネルギーフォーラム発足5周年公開シンポジウム

「核融合エネルギーの再認識～夢の実現に向けて～」
2011年12月27日

禁無断転載
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石油換算百万トン

世界各地域の一次エネルギー消費

アジア

北米

欧州OECD

欧州非OECD 中南米
中東
アフリカ

オセアニア

年平均伸び率

’80-’09 ’09-’35
世界 1.8% 1.7%

アジア 4.6% 2.6%

北米 0.7% 0.4%

着実な経済成長の下、2035
年のアジアのエネルギー消費
量は現在の約2倍へ拡大
（2009年39億トン→2035年
76億トン）。

2009年
112億トン

↓
2035年

173億トン
(1.5倍増)

世界

アジア

2009年
39億トン

↓
2035年
76億トン
(1.9倍増)

39億トン

76億トン

レファレンスケース

2009-2035年の一次エネルギー消費増加量シェア

アジアの増加量が6割以上

中国 インド 日本 アセアン 他アジア 北米 欧州OECD
31% 15% 0% 10% 6% 4% 1%
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日本 韓国
台湾 インドネシア
マレーシア フィリピン
タイ ベトナム
シンガポール 香港
他アジア

中国

日本
インド

石油換算百万トン

12%

6%

13%

53%

51%

19%

アジアの国別一次エネルギー消費

 中国、インドでは経済成長に伴い、エネルギー需要が急増する。

両国がアジアに占めるシェアは2035年に70％へ拡大。

 日本は省エネの進展とともに、経済の成熟化・人口減少に伴いエネルギー消費が減少。

アジアに占めるシェアは12％から6％まで縮小する。

2009年
39億トン

↓
2035年
76億トン

(1.9倍増)

2009年
21億トン 5.1億トン

↓
2035年

39億トン 14億トン
(1.9倍増) (2.8倍増)

アジア

中国、インド

レファレンスケース

年平均伸び率 中国 インド 日本 韓国 台湾 シンガポール

1980-2009 5.6% 6.2% 1.1% 6.1% 4.5% 4.5%
2009-2035 2.5% 4.0% -0.2% 1.0% 1.2% 1.6%

インドネシア マレーシア フィリピン タイ ベトナム 他アジア

6.2% 6.5% 3.1% 7.2% 7.9% 2.8%
3.8% 3.0% 4.1% 3.0% 5.4% 4.2%
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二酸化炭素換算10億トン

その他

欧州

アジア

北米

18%

17%

27%

11%

50%

14%

42%

20%

136億トン増
291億トン

427億トン

4

CO2排出量 (世界、アジア)

 アジアが2035年までの世界のCO2排出量増分の約7割を占める。

 2009年～2035年までの世界のCO2排出増加量の9割以上は、途上国の排出増加量によるものである。

2009年
291億トン

↓
2035年

427億トン
(約1.5倍増)

世界

レファレンスケース

2009～2035年の増加量

-0.2

4.6

0.2

9.0

アジア 北米 欧州 その他

1%66%
34%
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二酸化炭素換算10億トン

その他アジア

中国

インド

日本

53%

21%

59%

18%

21%

5%

14%
9%

90億トン増

117億トン

207億トン
2009～2035年の増加量

▲ 0.0

2.22.7
4.0

中国 インド 日本 他アジア

45%
25%31%

2009年
69億トン
↓

2035年
110億トン
(1.6倍増)

中国

禁無断転載
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一次エネルギー消費量の変化

 技術進展ケースでは、2035年に世界の一次エネルギー供給量の23％
が非化石エネルギーにより供給される。同じく、アジアでも2009年比15ポ
イント急増し、一次供給の22％を占める。
 技術進展ケースでは、2035年時点でも、世界、アジアにおいて化石燃料
が全体の約8割を占め、重要なエネルギー源として位置づけられる。

【世界】 【アジア】 非化石ｴﾈﾙｷﾞｰ
の割合(世界)

非化石ｴﾈﾙｷﾞｰ
の割合(アジア)

レファレンスケース
技術進展ケース

0

5,000

10,000

15,000

20,000

レファレンス 技術進展

2009 2035

石油換算百万トン

29%

36%

23%
6%

28%

31%

26%

6% 3%
6%

21%

31%

25%

10%
3%10%

3%3%

石炭

石油

ガス

原子力

水力

再生可能
ｴﾈﾙｷﾞｰ等

0

2,000

4,000

6,000

8,000

レファレンス 技術進展

2009 2035

石油換算百万トン

54%

28%
10% 4%

45%

26%

17%

6% 2%
5%

36%

25%

17%

11%
2%

9%

2%2%

石炭

石油

ガス原子力

水力
再生可能
ｴﾈﾙｷﾞｰ等

2009年
12％
↓

2035年
ﾚﾌｧﾚﾝｽ 技術進展

15％ 23％
(3ﾎﾟｲﾝﾄ増) (11ﾎﾟｲﾝﾄ増)

2009年
7％
↓

2035年
ﾚﾌｧﾚﾝｽ 技術進展

12％ 22％
(5ﾎﾟｲﾝﾄ増)(15ﾎﾟｲﾝﾄ増)

禁無断転載
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福島第一原子力発電所事故以降の原子力政策の動向
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2011～2035年の
設備容量増加分(GW)

2011年の設備容量(GW)

米国
フランス

ロシア

韓国

ドイツ

スウェーデン

アセアン
中東

中国

インド ①

②

③

④

① 原子力推進国（米国、フランス等） ・・・ 福島事故後も既存の原子力政策を継続

② 新興開発国（中国、インド等） ・・・ 福島事故後も引き続き、原子力発電所の
大量建設を計画

④ 脱原子力国（ドイツ等） ・・・ 今後順次原子力発電所を閉鎖する見通し

③ 新規導入国（東南アジア、中東等） ・・・ 一部の国で新規導入を再検討中

禁無断転載
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百万kW

アジア

北米

欧州OECD

旧ソ連・
欧州非OECD

中東・アフリカ

中南米

22%

30%

35%

11%

38%

23%

19%

14%

45%

18%

19%

12%

38%

26%

20%

13%

実績←　→見通し

 2035年にかけて世界の原子力設備容量はアジアを中心にレファレンスケースで1億8,200万kW、技術進展
（原子力進展）ケースで4億2,200万kW増加する見通し。特に進展ケースでは、2035年の設備容量の半分近くが
アジアに集中する。
 原子力停滞ケースでは欧州で設備容量が減少する一方、アジアで増大し、2035年には1億1000万kW増の5
億kWとなる。

2010年

3億9,200万kW

↓

2035年

レファレンス

5億7,400万kW
(1億8,200万kW増)

技術進展

8億1,400万kW
(4億2,200万kW増)

世界

4.2億kW

1.8億kW

禁無断転載

世界の原子力発電設備容量（１）
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百万kW

世界の原子力発電設備容量（２）

①原子力推進国
フランス、ロシア等

②新興開発国
中国、インド等

④脱原子力国
ドイツ等

③新規導入国
中東、アセアン諸国

 現在の世界の原子力発電設備容量の大半は、原子力推進国及び新興開発国に属する。
今後の原子力推進も、主にこれらの国において行われる。

⑤その他

8
禁無断転載
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太陽光・風力等 (8%)
原子力 (14%)
燃料転換 (11%)
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427

286

291

億トンCO2

技術によるCO2排出削減(世界)

 エネルギー・環境技術の一層の進展により、世界のCO2排出量は2005年から2020年で51
億トン増える(2005年比19％増)が、2020年代にはピークアウトする。
 CO2排出削減に効果的な単一的な施策は存在しない。省エネルギー、発電高効率化、非
化石エネルギー導入、燃料転換、CO２回収貯留技術などのエネルギー施策が、複合的に
CO2排出削減に大きく貢献する。

141億トン減
(33%減)

CCS
19%

省エネ
47%

ｴﾈﾙｷﾞｰ代替
35%技術進展により

世界のCO2排出量は
2020年代にピークアウト

レファレンスケース

技術進展ケース

レファレンスケース
技術進展ケース

億トン シェア
省エネ 66 47%
バイオ燃料 3 2%
太陽光・風力等 11 8%
原子力 19 14%
燃料転換 15 11%
CCS 26 19%
計 141 100%

禁無断転載
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286

303

324破線：原子力停止ケース
実線：原子力停滞ケース

技術進展ケース
17億トン増（6％増）

38億トン増（13％増）

 2035年時点で、技術進展ケースのエネルギー起源CO2排出量286億トン（2009年比2％減）に対し、
原子力停滞ケース（火力で代替を行った場合）では17億トン増の303億トン（同6％増）となる。更に、
仮に全ての原子力発電所を停止した場合には、38億トン増の324億トン（同13％増）までCO2排出量が
増大する。 10

CO2排出量見通しへの影響 （世界、原子力停滞・停止ケース）

禁無断転載
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石油換算100万トン

技術進展

レファレンス

米国

日本

他先進国

中国

インド

他アジア

他途上国

石油

ガス

2050年の削減量(地域別内訳)
(石炭)(石油) (ガス)

石炭

Mtoe 比率
米国 168 11%
日本 33 2%
他先進国 242 16%
中国 296 19%
インド 257 17%
他アジア 151 10%
他途上国 394 26%
先進国 442 29%
途上国 1099 71%
アジア途上国 705 46%
世界計 1541 100%

Mtoe 比率
米国 316 11%
日本 56 2%
他先進国 287 10%
中国 1021 35%
インド 829 28%
他アジア 114 4%
他途上国 316 11%
先進国 659 22%
途上国 2280 78%
アジア途上国 1964 67%
世界計 2938 100%

Mtoe 比率
米国 271 18%
日本 63 4%
他先進国 238 16%
中国 211 14%
インド 81 5%
他アジア 142 9%
他途上国 514 34%
先進国 572 38%
途上国 948 62%
アジア途上国 434 29%
世界計 1520 100%

化石燃料消費 レファレンスケース、技術進展ケース （2050年）

 化石燃料を大幅に削減するには、アジア途上国にお
ける化石燃料高効率利用技術(クリーンコール技術等)の
普及が重要となる。

禁無断転載
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497

193

291

億トンCO2

1212

技術によるCO2排出削減(世界) 2050年

 2050年における技術別のCO2削減ポテンシャルを推計した結果、省エネルギーの促進が、CO2排出量の
削減に最も大きく貢献する(119億トン削減、2050年の総削減量の4割、現在の排出量の約4割)。再生可能
エネルギー導入拡大や、石炭や石油からの天然ガスへ消費をシフトさせる燃料転換(2050年の総削減量の
3割)、CCS(2050年の総削減量の3割)も重要な役割を担う。
世界のCO2排出量を現状水準比で半減するには、更に追加対策が必要であり、革新的技術開発、環境配
慮型の都市開発など、更なる長期的対策が重要となる。

2050年のCO2削減量内訳

億トン シェア
省エネ 119 39%
バイオ燃料 2 1%
太陽光・風力等 23 7%
原子力 35 11%
燃料転換 26 8%
CCS 101 33%
計 304 100%

2005比半減（136億トン）

1990年比半減（106億トン）

レファレンスケース
技術進展ケース

禁無断転載
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既存・実用化可能技術の最大限活用と革新的技術の重要性

エネルギー（特に化石燃料）需要は、経済の拡大とともにアジア地域を中心に増大を続ける。化石
燃料の供給制約懸念が高まる中で、エネルギー安定供給確保と地球温暖化問題という、3E+Safety
（安全）の課題を解決していくには中長期的かつ総合的視点を持った取り組み強化が重要である。

以下を含む、あらゆる対策を動員してこれに対処することが求められる：

 「より一層の省エネルギー」（需要面）

 「よりクリーンな化石燃料利用」（供給面）

 「より安価な再生可能エネルギー」（供給面）

 「より安全な原子力」（供給面）

「技術進展ケース」で想定した、原子力の導入拡大も含め、現段階で実用化が期待できる技術を
最大限導入していくという延長線では、「2050年までに世界のCO2排出量を半減」という目標を達成
することは難しい。原子力が停滞した場合はより厳しい状況になる。

半減目標達成には、本分析で想定した以上の新たな革新的な技術の開発・普及が必要となる。

禁無断転載


